
新潟地方気象台

令和 2 年 12 月 24 日防災気象情報の伝え方に関する検討会（第 7 回） 抜粋

令和元年東日本台風では、大雨特別警報の解除後も引き続き大河川の洪水に対す
る警戒が必要であることや、台風上陸前日の「狩野川台風」を引用した記録的な大
雨への警戒の呼びかけが十分に伝わっていなかった、との指摘があった。
「防災気象情報の伝え方に関する検討会」では、大雨時の避難等の防災行動に役立
つための防災気象情報の伝え方について課題を整理し、その解決に向けた改善策を
とりまとめた。
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「危険度分布」の通知サービスとは
※住民の主体的な避難の判断を支援する取組の一環として、気象庁の協力のもとで、
５つの事業者が実施するものです。






